
前

回
に
続

き

で
ス

ポ
ー
ツ

の

効
果

を
書
か

せ

て
も
ら
い
ま
す
。

よ
く
耳
に
す
る
減
量
失
敗
の

「
リ
バ
ン
ウ
ン
ド
」
で
す
が
、

食
事
制
限
で
減
量
し
て
い
る

人
ほ
ど
影
響
が
大
き
い
そ
う

で
す
。

原
因
は
、
人
間
が
生
き
る

の
に
必
要
な
「
基
礎
代
謝
」

（
例
え
ば
饅
頭
の
餡
子
の
部

分)

が
減
少
し
て
餡
子
の
分

が
少
な
く
な
り
、
代
わ
り
に

皮
が
厚
く
な
る
（
筋
肉
が
脂

肪
に
変
わ
る
）
た
め
で
、
元

の
体
重
に
戻
っ
た
場
合
で
も

前
よ
り
体
脂
肪
が
増
え
て
太
っ

て
し
ま
う
そ
う
で
す
。

ダ
イ
エ
ッ
ト
に
限
ら
ず
加
齢

に
よ
り
「
基
礎
代
謝｣

は
落

ち
て
く
る
の
で
、
こ
れ
を
防

ぐ
た
め
に
も
基
礎
代
謝
を
あ

げ
る
努
力
が
必
要
で
す
。

そ
の
た
め
に
は
、
筋
肉
を

増
強
す
る
こ
と
が
必
要
に
な

り
ま
す
が
、
無
理
に
筋
肉
運

動
し
な
く
て
も
前
回
紹
介
し

た
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
と
ス
ト
レ
ッ

チ
を
続
け
て
い
れ
ば
自
然
と

筋
肉
質
の
体
に
な
っ
て
き
ま

す
。
無
理
に
食
事
制
限
し
て

ス
ト
レ
ス
が
た
ま
る
よ
り
も

健
康
的
で
す
。

ち
な
み
に
小
生
は
毎
日
走
っ

て
い
る
た
め
か
体
脂
肪
率
は

１
２
％
台
で
す
。

２ ０ ０ ９ 年 １ ０ 月 第 ２ ５ ４ 号
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★ 沖電気の職場を明るくする会 【ＯＡＫ】★

「
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
」

認
定
マ
ー
ク

愛
称
「
く
る
み
ん
」
を
取
得

Ｏ
Ｋ
Ｉ
は

厚
生
労
働
省

の
取
得
要
件

「

１

名

以

上

の

男

性

社

員

が

育

児
休

職
を
取
得
す
る
」
「
女

性
社
員
は
７
０
％
以
上
」
を
ク
リ

ア
し
て
、
東
京
都
労
働
局
か
ら
６

月
２
４
日
に
認
定
、
取
得
し
た
。

０
５
年
施
行
さ
れ
た
「
推
進
法
」

に
対
応
し
た
Ｏ
Ｋ
Ｉ
の
基
本
方
針

「
仕
事
と
家
庭
の
両
立
を
サ
ポ
ー

ト
し
、
社
員
が
活
き
活
き
働
け
る

環
境
・
雰
囲
気
づ
く
り
に
取
り
組

む
」
が
発
展
す
る
こ
と
を
期
待
し

ま
す
。

昨
年
６
月
末
で
の
全
国

で
の
認
定
企
業
数
は
５
４
５
社
。

政権交代の今こそ「雇用、暮らし、福祉」を取り戻そう

◎大企業による安易な人員削減への規制

派遣切りと正社員の人員削減により失業率は５.７%（7月）と戦後最悪、有効求人倍率

も０.４２。大企業は「赤字経営」とはいってもこれまでの内部留保が２３０兆円にの

ぼり雇用維持の体力は十分あります。

◎「労働者派遣法」の抜本改正による非正規雇用から正社員化へ

労働運動総合研究所（労働総研）の試算では「非正規雇用の一部正規化」

と「働くルールの順守」を実行すれば国内総生産（GDP）を約１３兆

円の押上げ、約２７０万人の雇用創出が実現可能と発表しています。

◎景気対策による雇用創出

雇用創出のためには外需から内需への転換が必要です。例えばドイツでは環境対策へ

の取組みで３０万人以上の雇用創出を実現しています。日本でも鳩山首相が掲げた温

室効果ガスの「９０年比２５％削減」目標達成のためにもドイツの例などを参考に、

雇用創出の取組みが求められます。

◎教育費の軽減

高校授業料無料化、給付制奨学金制度創設、大学学費軽減により将来を

担う若者へ学ぶ権利の実現と親の学費負担の軽減につながります。

◎75歳以上の「後期高齢者医療制度」の廃止

先進国で類を見ない年齢で医療を切り分ける制度はきっぱりとやめるべきです。逆に

高齢者の医療を無料にすることで老後の心配を減らす必要があります。

◎生活保護の「母子加算」と「老齢加算」の復活

生存権を守るためにもいち早い復活を求めます。

◎「障害者自立支援法」の廃止

「応益負担｣の名の元に障害者の生きがいを奪う制度は廃止すべきです。

雇
用
確
保
と
雇
用
創
出
の
実
現
を

暮
ら
し
・
福
祉
の
安
心
実
現

財
源
は
応
能
負
担
で

消費税増税に反対、軍事費や大型開発などのムダをなくし、
大企業・大資産家へのゆきすぎた減税をもとに戻すことで、
財源の確保は可能です。

アメリカのオバマ政権も軍事費削減、富裕層への増税、多国籍企業への

課税強化を打出しており、世界的な流れになりつつあります。

民主党が将来[消費税]増税を打出していますが、消費税は低所得者には負

担が重く、大資産家には軽いという逆進性を持っているため、これを許さ

ない運動が必要です。

雇用増による好循環システム

働くルールの

厳守

非正社員の

正社員化

雇用の増加

賃金収入の増加

内需の拡大

国内生産増加

経済（ＧＤＰ）の拡大

税収の増加

好
循
環

好
循
環

（労働総研資料より）

消費税の増税分は企業減税に消えた

■自公政権は大企業の意向によって

規制緩和などを強め、富の分配がい

びつになった。所得２００万円以下

の人が１千万人を越えるなど、社会

不安を増大させた。８月の総選挙で

国民は施策のチェンジを期待して自

公政権にノーの審判をくだした。
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ＯＫＩ地域別海外売上高　比率
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日本 66.7

欧州 15.9
アジア他 10.4
北米 7

情報通信 55.4
プリンタ 29.5
半導体 9.9
その他 5.2
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カナダ

フラン ス
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イギリス

デン マーク

ノル ウエー

フィン ランド

スウェーデン

　　米国の要望が施策として行われた主なもの
1998年 大規模小売店舗法廃止

1999年 労働者派遣法の改正、人材派遣の自由化
2002年 健康保険において本人３割負担
2003年 郵政事業庁廃止、日本郵政公社設立
2004年 法科大学院の設置と司法試験制度変更
2005年 日本道路公団解散、分割民営化、

★ なくそう貧困 守ろう生活 変えよう政治 ★ ２００９年１０月 第２５４号

労
働
時
間
の
管
理
は

ど
う
な
っ
て
い
る
の
？

【
本
庄
】

企
業
再
建
の
名
の
下
に
生
産
部

門
で
は
、
生
産
性
向
上
が
叫
ば
れ
、

就
業
時
間
前
か
ら
昼
礼
や
仕
事
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。
ノ
ル
マ
が
課

せ
ら
れ
、
休
憩
時
間
も
お
ち
お
ち

休
ん
で
い
ら
れ
な
い
状
況
が
生
ま

れ
て
い
る
。

設
定
し
た
生
産
目
標
が
達
成
す

れ
ば
更
に
目
標
が
引
き
上
げ
ら
れ

過
密
労
働
が
増
し
て
い
き
ま
す
。

労
働
組
合
も
時
間
外
で
の
労
働
は

問
題
あ
り
、
万
が
一
の
事
故
が
起

き
た
場
合
ど
う
す
る
の
か
と
会
社

に
申
し
入
れ
ま
し
た
。

サ
ー
ビ
ス
労
働
根
絶
の
た
め
に
、

労
働
時
間
の
管
理
は
労
使
の
最
重

要
課
題
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
ま

す
。
休
む
時
は
休
む
、
仕
事
す
る

時
は
す
る
と
け
じ
め
を
つ
け
て
こ

そ
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
上
が
る
と

い
う
も
の
。
末
端
の
職
場
で
管
理

が
き
ち
ん
と
で
き
て
い
る
か
、
管

理
職
の
対
応
が
注
目
さ
れ
て
い
ま

す
。□

□
□
労
働
基
準
法
で
は
、

賃
金
や
残
業
手
当
は
一
分
単
位

で
支
払
う
こ
と
を
決
め
て
い
ま
す
。

例
え
ば
、
０
５
年
に
マ
ク
ド
ナ
ル

ド
は
一
分
単
位
に
改
め
、
ア
ル
バ

イ
ト
に
約
２
２
億
円
の
不
払
い
賃

金
を
支
払
い
ま
し
た
。

自
発
的
な
残
業
（
チ
ョ
ッ
ト
休

憩
時
間
に
食
い
込
む
や
居
残
り
な

ど
）
、
着
替
え
、
作
業
の
準
備
、

後
始
末
に
要
す
る
時
間
も
使
用
者

（
会
社
）
が
黙
認
し
た
り
、
義
務

付
を
し
て
い
れ
ば
、
労
働
時
間
と

し
て
扱
わ
れ
ま
す
。

ま
た
。
休
憩
時
間
は
一
斉
に
取

る
こ
と
も
決
め
ら
れ
て
い
ま
す
の

で
、
職
場
の
安
全
衛
生
の
面
か
ら

も
、
始
業
、
終
業
時
間
は
守
る
こ

と
が
大
切
で
す
。

再
就
職
は

「
狭
き
門
」

【
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
】

昨
年
１
０
月
、
ロ
ー
ム
に
買
収

さ
れ
た
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
の
本
体

は
、
人
員
削
減
で
従
業
員
は
８
０

０
人
程
度
に
半
減
し
ま
し
た
。

（
全
グ
ル
ー
プ
で
は
５
５
０
０
人

か
ら
３
４
０
０
人
程
度
に
減
員
）

本
体
で
は
２
月
か
ら
の
希
望
退

職
に
約
５
６
０
人
が
応
じ
ま
し
た
。

そ
の
う
ち
約
２
４
０
人
が
会
社

が
一
人
当
た
り
５
０
万
円
程
度
の

費
用
６
０
％
を
資
金
援
助
す
る
再

就
職
支
援
会
社
に
再
就
職
を
依
頼

し
ま
し
た
。

７
月
時
点
で
再
就
職
で
き
た
人

は
約
１
８
％
の
４
０
人
程
度
で
他

の
２
０
０
人
は
未
就
職
と
再
就
職

は
「
狭
き
門
」
で
す
。

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
Ｈ
Ｐ
）
改
善

労
働
条
件
は
未
改
善

【
Ｊ
Ｉ
Ｐ
テ
ク
ノ
】

０
２
年
に
本
庄
工
場
の
製
造
の

一
部
が
構
内
で
分
離
・
独
立
し
た

会
社
の
Ｈ
Ｐ
が
７
月
に
リ
ニ
ュ
ー

ア
ル
し
て
美
的
で
も
内
容
で
も
充

実
し
た
も
の
に
な
り
ま
し
た
。

従
業
員
数
は
契
約
社
員
の
解
雇

や
新
入
社
員
の
定
着
が
悪
い
こ
と

な
ど
が
影
響
し
て
１
７
０
人
と
記

載
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
採
用
案

内
も
あ
り
ま
す
が
、
労
働
条
件
の

記
載
は
あ
り
ま
せ
ん
。

Ｏ
Ｋ
Ｉ
か
ら
Ｊ
Ｉ
Ｐ
へ
転
籍
時

に
賃
金
は
３
〜
４
割
り
ダ
ウ
ン
し

ま
し
た
が
、
以
後
賃
上
げ
は
あ
り

ま
せ
ん
。
労
働
日
数
は
年
間
６
日

間
も
増
加
す
る
な
ど
改
悪
さ
れ
た

状
態
で
す
。
Ｏ
Ｋ
Ｉ
時
代
よ
り
、

労
働
密
度
は
高
い
、
労
働
時
間
は

長
い
、
賃
金
は
安
い
。
「
な
ん
と

か
し
て
く
れ
」
の
声
は
大
き
い
。

サ
プ
リ
メ
ン
ト
の
安
易
な

使
用
は
体
に
危
険

【
東
京
】

昼
休
み
に
エ
レ
ベ
ー
タ
で
女
子

社
員
が
「
体
に
良
く
な
い
の
分
か
っ

て
い
る
の
に
ね
」
と
言
い
な
が
ら

マ
ッ
ク
の
袋
を
抱
え
て
い
た
。
体

に
よ
く
な
い
の
を
分
か
っ
て
い
る

の
に
昼
食
代
を
安
く
済
ま
す
た
め

だ
と
思
う
が
、
い
か
が
な
も
の
か
。

同
じ
よ
う
に
最
近
は
コ
ン
ビ
ニ

な
ど
で
サ
プ
リ
メ
ン
ト
が
販
売
さ

れ
て
い
る
が
、
栄
養
学
的
に
は
サ

プ
リ
メ
ン
ト
は
通
常
の
食
事
で
取

る
量
の
何
倍
も
の
ビ
タ
ミ
ン
が
体

に
入
る
た
め
に
体
に
と
っ
て
危
険

な
場
合
も
あ
り
ま
す
。

特
に

油
に
溶
け
や
す
い
脂
溶
性

ビ
タ
ミ
ン
は
、
取
り
過
ぎ
る
と
体

の
中
に
た
ま
り
過
剰
症
を
引
き
起

こ
す
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

何
も
高
い
お
金
を
払
っ
て
リ
ス

ク
の
高
い
食
事
を
取
る
よ
り
も
３

食
バ
ラ
ン
ス
よ
い
食
事
を
す
る
こ

と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

ビ
タ
ミ
ン
不
足
で
心
配
な
方
は
、

面
倒
で
も
医
者
の
ア
ド
バ
イ
ス
が

必
要
で
す
。

話
題
は
民
主
党
の

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

【
富
岡
】

最
近
、
民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
が
職
場
の
話
題
に
な
る
事
が
度
々

あ
り
ま
す
。
以
前
は
、
政
治
の
話

し
が
さ
れ
る
こ
と
は
滅
多
に
な
く
、

「
ど
う
せ
言
っ
て
も
変
わ
ら
な
い

か
ら
」
と
い
う
あ
き
ら
め
が
先
に

た
っ
て
し
ま
い
が
ち
で
し
た
。
と

こ
ろ
が
政
権
交
代
が
行
な
わ
れ
て

か
ら
は
、
高
速
料
金
無
料
化
・
子

育
て
支
援
・
八
ツ
場
ダ
ム
建
設
中

止
問
題
な
ど
、
Ｔ
Ｖ
で
報
道
さ
れ

る
機
会
が
多
い
こ
と
も
あ
り
、
賛

否
両
論
が
出
さ
れ
ま
す
。
八
ツ
場

ダ
ム
問
題
は
地
元
県
と
い
う
事
も

あ
り
、
過
去
の
反
対
闘
争
や
現
地

の
状
況
な
ど
も
話
さ
れ
、
推
進
か

中
止
か
難
し
い
問
題
で
す
。

《
沖
電
気
を
考
え
る
》

第
２
５
回

海
外
売
上
高
比
率
は
３
３
・
３
％

機
軸
は

北
米
か
ら
ア
ジ
ア
圏
に
移
動

日
本

は
国

会
議
員
が
少

な
い
国
な
の

よ
！

ＯＫＩの地域別海外売上高の比率

機
種
別

地
域
別

売
上
高
の
構
成

％

０
９
年
３
月
期

国
内
市
場
は
飽
和
状
態
に
近

い
状
態
な
の
で
『
２
０
１
０
年

に
「
沖
」
か
ら
グ
ロ
ー
バ
ル
企

業
「
Ｏ
Ｋ
Ｉ
」
へ
』
を
目
指
し

て
海
外
売
上
比
率
５
０
％
と
設

定
し
て
い
る
。
北
米
か
ら
ア
ジ

ア
に
シ
フ
ト
し
た
経
営
に
移
行
。

海
外
従
業
員
割
合
３
４
・
５
％

★
０
８
年
１
０
月
、
半
導
体

事
業
は
ロ
ー
ム
に
売
却

日
本
は

衆
議
院
４
８
０
人

参
議
院
２
４
２
人

人
口
約
１
億
２
８

０
０
万
人
で
計
算

●
米
国
の
国
益
優
先
の

米
国
政
府
に
よ
る
日
本

改
造
。

軍
事
・
外
交
だ
け
で
は
な
く

経
済
も
米
国
に
従
属

毎
年
、
秋
に
な
る
と
ア
メ
リ
カ

か
ら
「
年
次
改
革
要
望
書
」
が
届

く
。
１
９
９
３
年
の
ク
リ
ン
ト
ン

大
統
領
と
宮
沢
首
相
会
談
か
ら
開

始
さ
れ
た
。

国
会
で
も
議
論
さ
れ
る
こ
と
が

あ
る
が
、
ど
う
し
た
事
か
マ
ス
コ

ミ
で
は
、
あ
ま
り
報
道
さ
れ
な
い
。

郵
政
民
営
化
で
は
日
米
政
府

が
一
年
間
に
１
７
回
も
協
議

０
５
年
の
国
会
で
竹
中
大
臣
は

米
国
と
１
７
回
協
議
し
た
と
答
弁

し
、
米
国
の
「
要
望
」
を
施
行
す

る
に
あ
た
っ
て
米
国
の
意
見
を
十

分
に
尊
重
し
た
こ
と
が
露
呈
。

上
段
の
表
に
あ
る
よ
う
に
、
郵

便
・
道
路
な
ど
の
民
営
化
も
全
て

米
国
の
要
望
で
行
わ
れ
た
こ
と
が

分
か
る
。
ま
た
、
労
働
者
派
遣
法

の
規
制
緩
和
な
ど
恒
常
化
さ
れ
た

内
政
干
渉
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
異
常
を
正
す
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

「米国のポチ犬」

と戯画された首相

望
ま
れ
る
健
全
な
関
係


